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特殊法人等の組織見直しに関する各府省の報告に対する意見について 

                                   

 

（これまでの取組み） 

特殊法人等改革については、新たな時代にふさわしい行政組織・制度へ

の転換を目指して、昨年１２月に閣議決定された「行政改革大綱」、先の

通常国会で成立した「特殊法人等改革基本法」等に基づき、全ての特殊法

人等の事業・組織全般の見直しについて抜本的に取り組んでいるところで

ある。 

これまで、全法人の事務事業について、子会社等をも視野に入れゼロベ

ースで見直しを行い、８月には全ての法人の個別事業を対象に「個別事業

見直しの考え方」を公表したところである。 

  

（廃止又は民営化についての検討） 

この「個別事業見直しの考え方」の公表に先立ち、総理から各大臣に対

し、各特殊法人等については、廃止・民営化を前提にゼロベースからの見

直しに精力的に取り組むよう指示があった。これは、今般の特殊法人等改

革を実りあるものとするためには、検討に当たって法人の存続を前提とす

るのではなく、廃止又は民営化を前提とした、真のゼロベースでの観点か

らの検討を行う必要があるためである。 

各府省の検討結果については、事務局より９月４日に「特殊法人等の廃

止又は民営化に関する各府省の報告」として公表した。この「報告」の内

容については、事務局としても各府省からヒアリングを行うなど詳細な検

討を行ったが、業務の統廃合や縮減には積極的な姿勢を見せる法人もある

が、組織の廃止・民営化は困難とするものがほとんどであり、全体として

は、現行の体制を維持しようとする姿勢が強く感じられるものであった。 

 

（事務局の意見） 

先般、経済財政諮問会議において改革工程表が公表されたが、その中で

道路四公団、都市基盤整備公団、住宅金融公庫、石油公団の廃止、分割・

民営化等については、総理の指示により、他の法人に先駆けて結論を得る

こととされた。これらの法人は、国からの財政支出も大きく、国民の関心

も高いため、先行して改革の方向性を示すことにより、今般の特殊法人等

改革全体を牽引することを目的としたものである。事務局としても、見直

し作業の一環として、これらの法人も含め、既に公表している「個別事業

見直しの考え方」を各法人に当てはめることにより、未だ検討中ではある

が、組織見直しについて現時点における一定の方向性を示すこととした。 

なお、本報告書では、各府省及び事務局双方の見解を比較するため、当

事務局の意見のみならず、「廃止又は民営化に関する各府省の報告」に示

された各府省の検討結果の概要を併記している。 

  

 （今後の作業について） 

今後は、この「意見」を踏まえ、引き続き各府省と議論を深めつつ、特

に政策金融分野などの組織のあり方について、更に積極的に検討を進める

とともに、その他の法人の組織についても徹底した見直しを行う。 

その過程においては、各法人の事業について引き続き見直し作業を進め、

平成１４年度予算の概算要求についても大胆な削減を目指すとともに、で

きる限り早期に、具体的な組織改革の手法について、必要に応じその類型、

運営等の在り方を含め提示する方針である。 

このような個別事業の見直しや組織改革の検討等を踏まえて、年内に「特

殊法人等整理合理化計画」を策定することとするが、その過程においては、

特殊法人等改革推進本部を中心として、各方面から寄せられるご意見を踏

まえつつ、また関係者等による様々な調整を経ながら、より抜本的かつ的

確な改革を目指し計画策定を進めて参りたい。 
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